
3-6

H27 H28 H29 H30 H31

1 0.5台 0.5台 1.0台 1.0台

2 0校 1校 8校 8校

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 教育総務課（学校教育担当）

事務事業名（事業番号） 情報教育整備推進事業（小学校） 事業番号 11570

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

児童及び教職員

対象者の今後の予想 減少傾向

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 教育環境の整備

施策目標 子どもたちが安心して学ぶことができる良好な教育環境が確保されたまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

児童一人当たりの端末機器

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

 次代を担う子どもたちが情報化社会に適応する能力を身につけることを目的とし、市内小学校の教
育の情報化を推進するための環境を整備する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　児童の情報活用能力の育成と情報モラルの定着やＩＣＴを利活用した授業を展開することによる児
童の学力向上に資する。

３　事務事業の現状

電子黒板を整備している学校

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

2,241 2,241 1,270

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 1,374 1,374 2,020

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 3,615 3,615 3,290

一般財源 2,241 2,241 1,270

人員（人工） 0.17 0.17 0.25

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 7,230 7,230

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － 3,615



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

学習指導要領においても、教科指導のツールとして情報機器を活用する方向性は更に強まってお
り、今後はデジタル教科書も導入されるなど、学校現場における教育の情報化の推進が喫緊の課
題となっている。このことから、根室市教育情報化推進計画を策定に着手し、向こう１０年先のまでの
ＩＣＴ教育のあり方を計画的に進めていく。

今後の動向・市民ニーズなど 情報通信技術の発展に伴い、子どもたちの情報活用能力の向上は必要不可欠である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

財政状況に応じた機器選定等の検討も必要である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

国の補助事業に注視していく必要がある。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　□一部結びついている　　■結びついていない

教育現場におけるＩＣＴ機器整備や無線ＬＡＮ環境整備が進んでいない。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

学習指導要領に基づき、全市統一的に推進するため、市が実施すべきである。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成28年7月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

類似する事業は、見当たらない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

義務教育は、個人の所有物に属する経費以外は、無償が原則であることから、児童生徒が負担す
ることは、憲法上できない。



3-6

H27 H28 H29 H30 H31

1 1台 1台 1台 1台

2 0校 1校 7校 7校

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 教育総務課（学校教育担当）

事務事業名（事業番号） 情報教育整備推進事業（中学校） 事業番号 11571

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

生徒及び教職員

対象者の今後の予想 減少傾向

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 教育環境の整備

施策目標 子どもたちが安心して学ぶことができる良好な教育環境が確保されたまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

生徒一人当たりの端末機器

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

 次代を担う子どもたちが情報化社会に適応する能力を身につけることを目的とし、市内中学校の教
育の情報化を推進するための環境を整備する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　生徒の情報活用能力の育成と情報モラルの定着やＩＣＴを利活用した授業を展開することによる児
童の学力向上に資する。

３　事務事業の現状

電子黒板を整備している学校

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

15,734 15,710 8,984

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 1,374 1,374 2,020

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 17,108 17,084 11,004

一般財源 15,734 15,710 8,984

人員（人工） 0.17 0.17 0.25

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 17,108 17,084

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － 17,084



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

学習指導要領においても、教科指導のツールとして情報機器を活用する方向性は更に強まってお
り、今後はデジタル教科書も導入されるなど、学校現場における教育の情報化の推進が喫緊の課
題となっている。このことから、根室市教育情報化推進計画を策定に着手し、向こう１０年先のまでの
ＩＣＴ教育のあり方を計画的に進めていく。

今後の動向・市民ニーズなど 情報通信技術の発展に伴い、子どもたちの情報活用能力の向上は必要不可欠である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

財政状況に応じた機器選定等の検討も必要である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

国の補助事業に注視していく必要がある。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　□一部結びついている　　■結びついていない

教育現場におけるＩＣＴ機器整備や無線ＬＡＮ環境整備が進んでいない。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

学習指導要領に基づき、全市統一的に推進するため、市が実施すべきである。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成28年7月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

類似する事業は、見当たらない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

義務教育は、個人の所有物に属する経費以外は、無償が原則であることから、児童生徒が負担す
ることは、憲法上できない。



3-6

H27 H28 H29 H30 H31

1 2,343㎡ 2,343㎡ － －

2

3

4

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 教育総務課（総務担当）

事務事業名（事業番号） 厚床小学校校舎改築事業 事業番号 12437

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

厚床小学校児童、教員、保護者、地域住民

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 教育環境の整備

施策目標 子どもたちが安心して学ぶことができる良好な教育環境が確保されたまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

駐車場面積、校舎前庭面積

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

校舎が老朽化し使用に耐えられなくなったため、厚床中学校敷地内に移転改築して、児童の安全・
安心な学習環境を確保する。
また、不要となった校舎等は解体する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

児童が一日の大半を過ごす学校施設を保全することで、児童の安全・安心な学習環境の確保を図
る。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

65,374 60,775 34,000

国道支出金 22,220 22,220

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 178 178 178

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 65,552 60,953 34,178

一般財源 43,154 38,555 8,500

人員（人工） 0.022 0.022 0.02

内

訳

25,500

その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 27 26

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 計画どおり事業を遂行しており、特になし

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

旧校舎は老朽化が著しく、ＰＴＡや地域から建て替えを熱望されていた。
校舎を改築したことにより、耐震性の確保や教育環境の向上により、児童の安全・安心な学習環境
の確保が図られた。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

施設管理者としての責務であるため、市が実施主体となる。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 平成28年7月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある



3-6

H27 H28 H29 H30 H31

1 1,217㎡ 1,217㎡ － －

2

3

4

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 教育総務課（総務担当）

事務事業名（事業番号） 厚床中学校屋内運動場改築事業 事業番号 12438

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

厚床中学校生徒、教員、保護者、地域住民

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 教育環境の整備

施策目標 子どもたちが安心して学ぶことができる良好な教育環境が確保されたまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

屋内運動場面積

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

屋内運動場が老朽化し使用に耐えられなくなったため、新たな屋内運動場を建設して、生徒の安
全・安心な学習環境を確保する。
また、不要となった旧屋内運動場は解体する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

生徒が一日の大半を過ごす学校施設を保全することは、児童の安全・安心な学習環境の確保につ
ながる。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

522,027 444,776 22,471

国道支出金 174,575 174,575 11,290

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 178 178 178

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 522,205 444,954 22,649

一般財源 21,452 11,901 11,181

人員（人工） 0.022 0.022 0.022

内

訳

326,000 258,300

その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 429 365

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 計画どおり事業を遂行しており、特になし

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

旧屋内運動場は老朽化が著しく、ＰＴＡや地域から建て替えを熱望されていた。
屋内運動場を改築したことにより、耐震性の確保や教育環境の向上により、生徒の安全・安心な学
習環境の確保が図られた。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

施設管理者としての責務であるため、市が実施主体となる

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（H28年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成28年7月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある



3-6

H27 H28 H29 H30 H31

1 10,500㎡ 10,500㎡ － －

2

3

4

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 教育総務課（総務担当）

事務事業名（事業番号） 落石中学校グラウンド改修事業 事業番号 12526

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

落石中学校生徒、教員、保護者、地域住民

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 教育環境の整備

施策目標 子どもたちが安心して学ぶことができる良好な教育環境が確保されたまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

グラウンド整備面積

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

排水性の悪いグラウンドを整備して、生徒の安全・安心な学習環境を確保するため

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

同校のグラウンドは排水性が悪く、まとまった降雨があった場合は２～３日程度使用不能となること
から、排水改善を図り生徒の学習環境を確保する

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

3,586 3,586 36,619

国道支出金 12,019

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 178 178 178

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 3,764 3,764 36,797

一般財源 86 86 800

人員（人工） 0.022 0.022 0.022

内

訳

3,500 3,500 23,800

その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 0.3 0.3

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
多額の事業費を要することから、国庫補助事業に頼らざるを得ない状況にあるが、全国的な学校施
設の老朽化や、特に北海道は耐震化率が全国平均より低い状況にあるため、環境改善にかかる事
業内容の補助採択が見送られる状況にあり、財源の確保や、実施時期の検討が必要である。

今後の動向・市民ニーズなど
保護者や地域住民から期待されているが、平成２８年度に国庫補助事業採択を見送られ、今後の
見通しについて不安に思っている。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

国庫補助の不採択が続くようであれば、事業内容や財源を含め見直す必要がある。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　□一部結びついている　　■結びついていない

未実施のため、成果は出ていない。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

施設管理者としての責務であるため、市が実施主体となる

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（H28年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成28年7月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある



3-6

H27 H28 H29 H30 H31

1 82.9% 82.9% 88.6% 88.6%

2

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 教育総務課（総務担当）

事務事業名（事業番号） 歯舞中学校校舎等耐震改修事業 事業番号 12549

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

歯舞中学校生徒、教員、保護者、地域住民

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 教育環境の整備

施策目標 子どもたちが安心して学ぶことができる良好な教育環境が確保されたまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

小中学校施設の耐震化率

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

耐震性を確保し、併せて老朽化した施設を改修することで、生徒の安全・安心な学習環境を確保す
るため

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

同校の校舎・屋内運動場はIs値0.6未満であり、国土交通省で示している「倒壊、又は崩壊する危険
性がある」建物であることから、耐震改修工事を実施し生徒の安全確保を図る
併せて、老朽化した校舎・屋内運動場を改修し、雨漏りの改善や機密性の向上により校舎内を温暖
にし、生徒の安全・安心な学習環境を確保する

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

9,072 9,072 335,026

国道支出金 136,307

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 178 178 178

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 9,250 9,250 335,204

一般財源 72 72 10,619

人員（人工） 0.022 0.022 0.022

内

訳

9,000 9,000 188,100

その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 111 111

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 計画どおり事業を遂行しており、特になし

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　□一部結びついている　　■結びついていない

未完了のため、成果は出ていない。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

施設管理者としての責務であるため、市が実施主体となる

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（H28年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成28年7月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある


